
日付 特許庁等 資
料

出願人

1999/10/04 国際出願

2004/10/01 拒絶理由
通知

1 (1)29条1項柱(2)29条2項

2004/12/28 意見書・補正書 【補正】１

2005/01/26 拒絶査定 2

2005/04/26 審判請求

2005/05/26 3 補正書（方式） 請求理由

2005/05/26 補正書 【補正２】

2007/01/31 審尋 4 前置報告の内容

2007/04/14 5 回答書 補正案

2007/06/19 審決１ 6 理由：発明該当性

（審決取消訴訟） 理由１：補正却下の誤り
理由２：発明該当性の誤り

2008/6/24 判決言渡 理由１：理由なし
理由２：取消

平成19年（行ケ）10369

審判戻

2008/8/6 拒絶理由
通知

7 2005/5/26の手続補正を却下
理由１：翻訳文新規事項
理由２：不明瞭
理由３：進歩性

資料8-1、8-2
１．特表２００１－５１８８１５号公報
２．特開平１０－９４５５３号公報

2008/8/15 補正却下
決定

9 2005/5/26の手続補正を却下
する

2008/10/30 面接記録

2008/11/07 補正書 【補正３】

2008/12/02 審決２ 登録審決

2008/12/12 登録

主な事案の経緯 無名会特許判例研修会
2019/10/2 担当 弁理士山本典弘



当初 2004/12/28
拒絶理由対応

2005/5/26
審判請求時

2008/11/7 取消判決のち再開審判
補正却下・拒絶理由通知対応／特許審決

補正１ 補正２ 補正１／再開審判の拒絶理由
通知で不明瞭と指摘された内

容

補正３

【請求項１】
患者の歯科治療要

求を判定し；
患者に装着して

歯科治療要求を満

たすための歯科補
綴材のプレパラー
トのデザイン規準
を含む初期治療計

画を策定し；
通信ネットワー

クを介して初期治
療計画を歯科技工

室に伝送し；
必要に応じて初

期治療計画に対す
る修正を含む最終
治療計画を歯科医
師に伝送してなる、

歯科医師と歯科
技工室との間の双
方向歯科治療方法。

【請求項１】 歯科補綴
材の材料、処理方法、およ

びプレパラートに関する情
報を蓄 積するデータベース
を備えるネットワークサー

バと；
前記ネットワークサーバ

へのアクセスを提供する通
信ネットワークと；

データベースに蓄積され
た情報にアクセスし、この
情報を人間が読める形式で
表示する ための１台または

複数台のコンピュータで
あって少なくとも歯科診療
室に設置されたコン ピュー
タと；

要求される歯科修復を判
定する手段と； 前記歯科
修復の歯科補綴材のプレパ
ラートのデザイン規準を含
む初期治療計画を策定す る
手段とからなり、

前記通信ネットワークは
初期治療計画を歯科技工室
に伝送し；また 前記通信
ネットワークは必要に応じ
て初期治療計画に対する修

正を含む最終治療計画を 歯
科治療室に伝送してなる、

コンピュータに基づいた
歯科治療システム。

歯科補綴材の材料、処理方法、およ
びプレパラートに関する情報を蓄 積

するデータベースを備えるネット
ワークサーバと； 前記ネットワー
クサーバへのアクセスを提供する通

信ネットワークと；
前記通信ネットワークを介して

データベースに蓄積された情報にア
クセスし、この情報 を人間が読める

形式で表示するための前記ネット
ワークに操作可能に接続された１台
また は複数台のコンピュータであっ
て、歯科診療室に設置された少なく

とも１台のコンピュータと更に歯科
技工室に設置された少なくとも１台
の追加のコンピュータと； 患者の
歯の治療必要情報に対応させ、前記
歯科修復の歯科補綴材を生成するた
めのデザ イン基準および患者の歯科
修復必要情報に対応する電子画像を
含む初期治療方法情報であって、
この初期治療方法情報は歯科診療室
コンピュータまたはコメントを要求
するため少なくとも前記初期治療方
法情報の電子画像のある歯科技工室
コンピュータにおいて生成され、歯
科診療室と歯科技工室におけるそれ
ぞれのコンピュータは同時に電子画

像に通信ネットワークを介してアク
セス可能な初期治療方法情報と；
さらに前記初期治療方法情報の電子
画像の修正、増強あるいは確認に基

づき、且つ修正された、増強された、
あるいは確認された電子画像を含み、
電子画像を歯科診療室コンピュータ

へ通信ネットワークを介して伝送可
能な最終治療方法情報と；
から構成されるコンピュータに基づ

いた歯科治療システム。

【請求項１】 歯科補綴材の
材料、処理方法、およびプレ
パラートに関する情報を蓄積
するデータベースを備える
ネットワークサーバと；

前記ネットワークサーバ
へのアクセスを提供する通信
ネットワークと；

データベースに蓄積され

た情報にアクセスし、この情
報を人間が読める形式で表示
する ための１台または複数
台のコンピュータであって少

なくとも歯科診療室に設置さ
れたコン ピュータと；

要求される歯科修復を判
定する手段と；

前記歯科修復の歯科補綴
材のプレパラートのデザイン
規準を含む初期治療計画を策
定す る手段とからなり、

前記通信ネットワークは
初期治療計画を歯科技工室に
伝送し；また 前記通信ネッ
トワークは必要に応じて初期
治療計画に対する修正を含む
最終治療計画を 歯科治療室
に伝送してなる、

コンピュータに基づいた歯
科治療システム。

それぞれ画像の特定領域に対応するピクセル群の赤，緑，青（ＲＧ
Ｂ）成分を平均化し て決定した基準ＲＧＢを有する複数の擬似ピ

クセルからなり，それぞれ異なった歯のシェ ードに対応した，複
数の基準画像を蓄積するデータベースを備えるネットワークサーバ
と ，

前記ネットワークサーバへのアクセスを提供する通信ネットワーク
と，
多数のピクセル（４２）を含むカラーの歯の画像（４０）を撮影す
る半導体カメラ（１ ２）であって，

光線口（２８）を介して目標物に照射される光線（１９）を生成す
るワンド（１８）と ，前記ワンド（１８）から延在し，外部光源
からの光線を遮蔽するスリーブ（２２）と，
前記スリーブ（２２）の端部に形成された末端（３４）と，を備

え，前記末端（３４）は ，中央に目標物の画像を捕捉するための
開口部（３２）と，前記開口部（３２）を包囲す る黒い縁部（３
６）と，
前記縁部（３６）の周囲に残りの領域（３８）とを備え，前記末
端（３４）上の前記領域（３８）に，一連の歯のシェードが配置さ
れ，前記一連の歯のシ ェードと目標物とが同一の画像内に捕捉さ
れることを特徴とする前記カメラ（１２）と,
歯科診療室に配置され，前記通信ネットワークを介して前記データ
ベースに蓄積された 情報にアクセスし，前記カメラ（１２）が接
続されたコンピュータ（１４）と，
前記コンピュータ（１４）上で動作する処理ソフトウェア（５０）
であって，

（１） 前記歯の画像（４０）を，それぞれ前記歯の画像（４
０）の特定領域に対応す るピクセル群の赤，緑，青（ＲＧＢ）成
分を平均化して決定した基準ＲＧＢを有する複数 の擬似ピクセル

（４４）からなる実画像へと変換し，前記実画像から歯の縁部およ
び背景 に相当する擬似ピクセルを不良と判断し，前記実画像より
不良と判断された不良擬似ピク セル（４４ａ）を消去し，

（２） 前記消去がなされた後，前記実画像の各擬似ピクセルの

成分と，前記データベ ースに蓄積された前記基準画像の各擬似ピ
クセルの成分とを相関させ，前記実画像が前記 基準画像にいかに
良く整合しているかを示す混合整合数を生成し，

（３） 前記混合整合数のうち最も低いものを探索して前記実画
像に対して最も整合す る基準画像を検出し，

（４） 前記検出された前記基準画像から対応するシェードを決
定し，前記決定された シェードを出力することを特徴とする前記

処理ソフトウェア（５０）と，
を含むことを特徴とする歯科治療システム。

審決１の判断
審決取消の判断

審決１で却下
2008/8/15却下決定（取消後の審
判）：必要？

特許の内容

本願発明（請求項１）の整理



2004/10/1 審査 拒絶理
由通知

2005/1/26 拒絶査定 2007/6/29 審決１ 判決

請求項１ 当初 補正１ 補正１

判断 請求項１の記載は、「通信
ネットワーク」という用語

は用いられているものの
、単に通信の道具として使
用することを明示している
という程度の記載である。

そして、その他の部分の記
載は、歯科医師と歯科技工
室との間での情報のやりと

りを含む事業の方法であり、
「歯科治療要求を判定」、

「初期治療計画を策定」
、「初期治療計画に対する

修正」といった人の精神活
動を含むものである。

したがって、請求項１に
記載されたものは全体とし
て自然法則を利用したもの

とはいえず、特許法第２９
条第１項柱書でいう「発
明」には該当しない。

補正後の請求項１の記載にお
いて、「少なくとも歯科診療室

に設置されたコンピュータ」、
「要求される歯科修復を判定す
る手段」、「初期治療計画を策

定する手段」が追加された。
しかし、「要求される歯科修

復を判定する手段」、「初期治
療計画を策定する手段」は、そ

の要求される業務上の機能を抽
象的に特定しているのみであり、
それが何らかの自然法則を利用
した技術的手段としては記載さ

れておらず、この点において自
然法則を利用しているとはいえ

ない。
したがって、補正後の請求項

１に記載されたものは依然とし
て自然法則を利用しているとは

いえず、特許法第２９条第１項
柱書でいう「発明」には該当し
ない

請求項１には、「要求される歯科修復を判定する手段と；」と「前記歯
科修復の歯科補綴材のプレパラートのデザイン規準を含む初期治療計画

を策定する手段とからなり」とが発明特定事項として記載されている。
そして、歯科医師が、その精神活動の一環として、患者からの歯

科治療要求を判定したり、初期治療計画を策定するものであることは社
会常識であるから、請求項１の「要求される歯科修復を判定する」、
「前記歯科修復の歯科補綴材のプレパラートのデザイン規準を含む初期

治療計画を策定する」の主体は、歯科医師であるといえる。そうすると、
請求項１において、歯科医師が、その精神活動の一環として「判定す

る」こと、「策定する」ことを、それぞれ「手段」と表現したものと認
められる。

念のため、この点について、特許請求の範囲の記載以外の明細書
の記載及び図面の記載を見ても、「要求される歯科修復を判定する手段
と；」と「前記歯科修復の歯科補綴材のプレパラートのデザイン規準を
含む初期治療計画を策定する手段とからなり」に関し、何らかの定義、

即ち、歯科医師が主体でない、或いは歯科医師の精神活動に基づくもの
でないなどの定義は記載されていない。本願明細書の発明の詳細の説明
には、「一般的に、歯科医師は初期治療計画および設計要件を策定

し、・・・」（段落番号０００４）、

「特定のケースにおいて、歯科医師は第一のステップとして患者の歯の
状態の複雑な検査及び診断を行う。これは、一般的に基礎歯周検査、臨
床検査、放射線検査、ＴＭＤスクリーニング等からなる。歯科医師はさ
らに患者の歯の状態の要求に応じた治療計画を策定する・・・」（段落
番号００１１）、
「・・・医師及び技工士は双方向歯科治療ネットワーク（”サイト”）
にアクセスする前に共同で評価を行う。・・・」（段落番号００１３）、
「・・・提案とはここで重要な表現であり、これは採用する治療方法の

選択は最終的に歯科医師が決定するものであり、技工士またはサイトに
よってなされるものでないからである。・・・」（段落番号００１８）
との記載があって、歯科医師が、主体として、患者からの歯科治療要求

を判定したり、初期治療計画を策定することは開示されているが、「判
定する手段」、「策定する手段」については、特別な構成が採用される

などの記載はなされていない。
請求項１は、当初の「双方向歯科治療方法」から「コンピュータ

に基づいた歯科治療システム」の発明に補正され、「判定し」、「策定

し」を「判定する手段」、「策定する手段」に補正しているが、「判定
する手段」、「策定する手段」に関して、上述のとおりその発明の特定
事項として、歯科医師が主体の精神活動に基づく判定、策定することを、
上記「手段」と表現したものであるから、請求項１に係る発明全体をみ
ても、自然法則を利用した技術的創作とすることはできない。

別紙

各段階での発明該当性の判断



判決文 判決 裁判所の判断 取消事由２（１） 判決文 判決 裁判所の判断 取消事由２（２）

p.25

第５ 当裁判所の判断
・・・・

２ 取消事由２（発明該当性の判断の誤り）について
・・・・
(イ) この請求項１の記載から，本願発明１は，「歯科治療システム」に関する

ものであり，「データベースを備えるネットワークサーバ」，「通信ネットワーク」，
「１台または複数台のコンピュータ」，「要求される歯科修復を判定する手段」及び
「初期治療計画を策定する手段」をその要素として含み，「コンピュータに基づ」いて
実現されるものである，と理解することができる。

また，「システム」とは，「複数の要素が有機的に関係しあい，全体としてまとまった
機能を発揮している要素の集合体」（広辞苑第４版）をいうから，本願発明１は，上記
の要素の集合体であり，全体がコンピュータに基づいて関係し合って，歯科治療のため
の機能を発揮するものと解することができる。

ウ ところで，特許の対象となる「発明」とは，「自然法則を利用した技術的思想の
創作」であり（特許法２条１項），一定の技術的課題の設定，その課題を解決するため
の技術的手段の採用及びその技術的手段により所期の目的を達成し得るという効果の確
認という段階を経て完成されるものである。
したがって，人の精神活動それ自体は，「発明」ではなく，特許の対象とならないとい
える。しかしながら，精神活動が含まれている，又は精神活動に関連するという理由の
みで，「発明」に当たらないということもできない。けだし，どのような技術的手段で
あっても，人により生み出され，精神活動を含む人の活動に役立ち，これを助け，又は
これに置き換わる手段を提供するものであり，人の活動と必ず何らかの関連性を有する

からである。
そうすると，請求項に何らかの技術的手段が提示されているとしても，請求項に記載さ
れた内容を全体として考察した結果，発明の本質が，精神活動それ自体に向けられてい
る場合は，特許法２条１項に規定する「発明」に該当するとはいえない。

他方，人の精神活動による行為が含まれている，又は精神活動に関連する場合であって
も，発明の本質が，人の精神活動を支援する，又はこれに置き換わる技術的手段を提供
するものである場合は，「発明」に当たらないとしてこれを特許の対象から排除すべき
ものではないということができる。

エ これを本願発明１について検討するに，請求項１における「要求される歯科修復を
判定する手段」，「前記歯科修復の歯科補綴材のプレパラートのデザイン規準を含む初

期治療計画を策定する手段」という記載だけでは，どの範囲でコンピュータに基づくも
のなのか特定することができず，また，「システム」という言葉の本来の意味から見て
も，必ずしも，その要素として人が排除されるというものではないことから，上記「判
定する手段」，「策定する手段」には，人による行為，精神活動が含まれると解するこ
とができる。さらに，そもそも，最終的に，「要求される歯科修復を判定」し，「治療
計画を策定」するのは人であるから，本願発明１は，少なくとも人の精神活動に関連す
るものであるということができる。

しかし，上記ウのとおり，請求項に記載された内容につき，精神活動が含まれている，
又は精神活動に関連するという理由のみで，特許の対象から排除されるものではないか
ら，さらに，本願発明１の本質について検討することになる。

オ そして，上記エのとおり，請求項１に記載の「要求される歯科修復を判定する手
段」，「前記歯科修復の歯科補綴材のプレパラートのデザイン規準を含む初期治療計画
を策定する手段」の技術的意義を一義的に明確に理解することができず，その結果，本

願発明１の要旨の認定については，特許請求の範囲の技術的意義が一義的に明確に理解
することができないとの特段の事情があるということができるから，更に明細書の発明
の詳細な説明の記載を参酌することとする。

p.26～
29

p.29

p.29～
p.34

p.34

(ア) 本願発明の明細書には，次の記載がある。
【０００１】～【０００７】

(イ) 以上の記載を参酌すると，本願発明は，歯科治療において，これまでは
使用し得る材料及び技術の数が限られていたため，治療方式の選択が簡単だっ

たものが，近年，新しい材料及び技術が開発され，処置の選択が劇的に増大し
た結果，歯科医師が個々のケースについて最適の材料及び治療方法を選択する
ための情報が過多となったという課題認識の下，歯科医師と歯科技工士が歯科
治療計画及び最適な修復歯科治療計画を作成し，最適な材料を使用することを

支援する方法及びシステムを提供するものであり，従来歯科医師や歯科技工士
が行っていた行為の一部を支援する手段を提供するものであることが理解でき
る。
そして，データベースには，歯科補綴材の材料，処理方法及びプレパラートに
関する情報が蓄積され，ネットワークサーバには，歯科補綴材の材料や処理方
法についてデータベースを照会することを可能にするプログラムが備えられ，
診療室又は歯科技工室には，人間が読み取れる形式で表示する端末が置かれ，
コンピュータを使用して歯科補綴材の材料若しくは処理方法を確認，確立，修
正又は評価し，この照会に対するデータベースからの回答を受信するように構
成されている。さらに，歯及び歯のプレパラートのカラー画像を分析する手段
を有し，歯科補綴材の色を患者の歯に最も近く整合させるために必要なデジタ
ル画像を表示できるようにされている。

(ウ) 本願発明の明細書には，「発明の詳細」として，更に次の記載等がある。
【００１０】～【００１９】【００２１】【００２２】

【００１８】～【０１２１】【図１６】

(エ) 以上のうち，【００１０】，【００１２】，【００１３】及び【００１

５】の記載によれば，初期治療計画は歯等のデジタル画像を含むものであり，
そのデジタル画像に基づいて歯の治療に使用される材料，処理方法，加工デザ
イン等が選択され，その選択に必要なデータはデータベースに蓄積されており，

策定された初期治療計画はネットワークを介して診療室と歯科技工室とで通信
されるものと理解することができる。そして，画像の取得，選択，材料等の選
択には歯科医師の行為が必要になると考えられるが，これらはネットワークに
接続された画像の表示のできる端末により行うものと理解できる。

また，【００２０】，【００２１】及び【００２２】の記載によれば，
本願発明は，スキャナを備え，歯又は歯のプレパラートをスキャンしてデータ
を入力し，データベースに蓄積されている仕様と比較することによって，治療
計画の修正が必要かどうかが確認できるものであることが理解できる。もっと
も，実際の確認の作業は，人が行うものと考えられる。

↓「デジタル画像」を中心に救ってもらえたか・・・



判決文 裁判所の判断 取消事由２（３） 判決文より 原告の主張 取消事由２

p.35

カ 以上によれば，請求項１に規定された「要求される歯科修復を判定する手段」
及び「前記歯科修復の歯科補綴材のプレパラートのデザイン規準を含む初期治療計
画を策定する手段」には，人の行為により実現される要素が含まれ，また，本願発
明１を実施するためには，評価，判断等の精神活動も必要となるものと考えられる
ものの，明細書に記載された発明の目的や発明の詳細な説明に照らすと，本願発明
１は，精神活動それ自体に向けられたものとはいい難く，全体としてみると，むし
ろ，「データベースを備えるネットワークサーバ」，「通信ネットワーク」，「歯
科治療室に設置されたコンピュータ」及び「画像表示と処理ができる装置」とを備
え，コンピュータに基づいて機能する，歯科治療を支援するための技術的手段を提

供するものと理解することができる。
キ したがって，本願発明１は，「自然法則を利用した技術的思想の創作」に当
たるものということができ，本願発明１が特許法２条１項で定義される「発明」に
該当しないとした審決の判断は是認することができない。

p.11

p.12

p.13

イ しかしながら，本願発明１の特徴は，歯科治療室と歯科技工室との間での初
期治療計画を，ネットワークサーバ，通信ネットワーク，１つ以上のコンピュータ
を使用して生成し，伝送することにより最終治療計画を生成し実施することを可能
にするシステムにある。本願発明についての国際公開パンフレットに基づいて再訳
した甲１２の【０００１】に記載されるように，具体的には，歯科医師側のコンピ
ュータと修復技工室側のコンピュータが１つ又は複数の歯及び支台歯（プレパラー
ト）のカラー画像を分析することを可能にし，特定の治療又は美容処置において置
換される歯に精密に適合するよう義歯又は義歯冠を適宜に設計することを可能にし
たコンピュータベースの対話型システムに関するものである。なお，明細書に記載

する「プレパラート」とは，歯科用語として正しくは「支台歯」であり，修復物を
装着する歯牙の歯冠部あるいは歯根部を削除形成して必要な形態となった歯牙を指
す（甲１３）。
ウ 本願発明１は，甲１２の【０００２】に記載されるように，近年歯科処置の

ために新しい材料あるいは方式を選択する際に情報が多量に存在することから，選
択が困難であったことを解決するため，個々の歯科修復要求に対して，最適な材料
を即座に参照し，選択することができるような補助手段に関するものである。本願
発明１のシステムにより，上記【０００２】に記載されるように，歯科医師及び歯

科技工士が患者に対して従来要してきた時間，労力を大幅に節約することが可能と
なる効果を上げることができる。
エ したがって，請求項１に記載される「判定する手段」，「策定する手段」につ

き，審決が「歯科医師が主体の精神活動に基づく判定，策定する」ことと定義する
のは，本願発明１の目的からすると全く逆の意味となり，矛盾が生ずる。本願発明
１の目的からすると，従来非常に困難であった歯科医師の精神活動に基づく適切な
材料あるいは方式を選択する作業をできるだけ少なくするための発明であるため，
歯科医師の精神活動的な行為そのものが主体とする手段をシステムとして含まない
ことは明らかである。
オ さらに，出願当初の「判定する」及び「策定する」を，「判定する手段」及
び「策定する手段」とする補正を行ったことに対し，審決が，「発明の特定事項と
して，歯科医師が主体の精神活動に基づく判定，策定することを，上記『手段』と
表現したものである」とすることも誤解に基づく推測にすぎない。すなわち，「手
段」とは「判定する」及び「策定する」ために用いられる「手段」であるため，た
とえ「判定する」あるいは「策定する」行為の一部に歯科医師の行為が含まれてい

たとしても，歯科医師がその行為をするために用いる補助的な手段を「手段」とし
て表現するものである。
請求項１は，「要求される歯科修復を判定する手段」と「前記歯科修復の歯科補

綴材のプレパラートのデザイン規準を含む初期治療計画を策定する手段」との発明
特定事項，その他の発明特定事項として「歯科補綴材の材料，処理方法，およびプ
レパラート（支台歯）に関する情報を蓄積するデータベースを備えるネットワーク
サーバ」，「通信ネットワーク」及び「歯科診療室に設置されたコンピュータ」とから

構成される歯科修復システムの発明である。したがって，歯科修復システムの構成要素
は，上記２つの手段のほかはすべて明確にコンピュータに基づくシステムであることが
記載されている。
さらに，請求項１は，構成要素すべてを含むものとして，「コンピュータに基づ

いた歯科治療システム」と記載する。この請求項１の記載全体から見ても明らかに，
上記２つの手段は，コンピュータに基づくシステムの構成要素の一部であることが
明らかである。したがって，「判定する手段」及び「策定する手段」についても，
他の構成要素と同様に，コンピュータに基づく手段であり，歯科医師の精神活動に
基づく行為そのものとしての手段ではないことは明りょうである。
カ よって，本願発明１は，特許法２条１項で定義される発明，すなわち，自然
法則を利用した技術的創作に該当しないというほかない，とする審決の認定判断に
は誤りがある。

判決 ここまで明細書などを参酌できるか・・・
明細書の記載から導き出される事項とは？
（審決１でも、明細書を参酌している）

結局、29条１項柱で切るか？ ３６条６項で切るか？


